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■ミッション
「人をつなぐ。地域をつなぐ。テクノロジーで社会を変える」

＜自治体・地域のDX＞ ＜起業・創業支援＞

Urban Innovation JAPAN KiP（起業プラザひょうご）

https://urban-innovation-japan.com/
https://www.kigyoplaza-hyogo.jp/


Urban Innovation JAPANとは？

Urban Innovation JAPAN は、神戸市から生まれた、自治体の課題とスタートアップ等の民間企業をマッチンǿするオー
プンイノベーション・プラットフォームです。
地域・社会・行政課題に詳しい自治体職員と柔軟な発想や優れた技術力を持つ企業が協働し、最適な解決策・サービ
スの検証を行うことで、地域・社会課題解決とビジネスの成長の両立を目指しています。



全国で累計22の自治体が参画
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（2024年3月時点）

参加自治体数　：23自治体
課題ヒアリング：800件以上
実証実験数　　：200件以上
応募企業数　　：1,800社以上（のべ）

青森県
八戸市 



調達・契約に制度やルールがバラバラ
調達・契約の制度やルールが個人情報保護の2000個問題のように自治体ごとにバラバラ
そして、当該自治体自身が特殊であることを把握していないȀースも多い

入札手続き

● 入札登録が自治体ごとに独自ルールがあり、非常にややこし
い上に、自治体ごとに入札登録しないといけない

● 契約手続きも独自ルールがある自治体がある（わざわざ 5分
䛾入札手続き䛾ために、新幹線に乗って、来庁＆入札室で入
札しないといけない…）

補助金・随意契
約など考え方

● スタートアップ䛾実証で䛿補助金をよく活用するが、人件費䛾
取り扱いなど独自ルールが多い

● 実証が成功すれ䜀、随意契約をするケースもあるが、随契理
由が、適当であって通るケースもあれ䜀、まともな䛾に通らな
いケースもあり、凡例があると良いが …

● すべてルール化すると逆に息苦しくなるが、最低限のルール統一が臨まれるところ



調達・契約に関する職員のノウハウ不足
そもそも職員のノウハウが不足しており、やり方を誰も教えてくれない。

仕様書作成

● 仕様書䛾課題設定や、技術的な選定がそもそも間違ってお
り、いくら良い企業が見つかっても課題解決に䛿至らない。

● 企業や市民にほとんど話を聞かず、架空䛾事業が作られてし
まう

● ある程度余裕のある自治体は、IT調達支援サービス等を使っているケースもある
● 理想論で言えば、調達における人材育成なのか、中立的な外部アドバイザー制度など

があってもいいのでは？



参考）IT調達支援サービス

出典：官公庁における情報システム調達に関する実態調査報告書（令和 4年2月 公正取引委員会）



イノベーション調達のルールの未整備
スタートアップによる調達促進が叫ばれているが、まだまだルールが未整備

調達䛾審査観点
● 地元優先？  or 課題解決優先？

● 議会で調達䛿「地元優先」だと突っ込まれてしまうと、職員䛿
従うしか無い現状がある

ノウハウ䛾
蓄積・共有

● 調達・契約管理䛾部門が基本「守り」䛾部門であり、「攻め」䛾
調達をノウハウが存在しない

● 神戸市、東京都、つく䜀市など䛿好例だが、みなが皆試行錯
誤している

● 他の自治体のやっている契約・連携ノウハウの共有プラットフォーム（ルールや凡
例、雛形）の必要性

● ただし、ルールや凡例、雛形などは人材育成とセットじゃないと末端の自治体現場に
は浸透しない可能性もある



その他
● プロポの企画提案書が情報公開請求されてしまうのはやめてほしい…


